
 

 

介護報酬改定について 

 

 

12 月 20 日の予算大臣折衝を踏まえ、令和６年度の介護報酬

改定は、以下のとおりとなった。 

  

改定率   ＋１．５９％  

  

（内訳） 

介護職員の処遇改善分   ＋０．９８％（令和６年６月施行） 

 

   その他の改定率（※）   ＋０．６１％ 

  ※賃上げ税制を活用しつつ、介護職員以外の処遇改善を実現 

できる水準 

 

 

 また、改定率の外枠として、処遇改善加算の一本化による賃

上げ効果や、光熱水費の基準費用額の増額による介護施設の増

収効果として＋０．４５％相当の改定が見込まれ、合計すると

＋２．０４％相当の改定となる。 
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令和５年12月20日 

厚 生 労 働 省 

大臣折衝事項（抄） 

 

３．介護報酬改定 

 令和６年度介護報酬改定については、介護現場で働く方々の処遇改善

を着実に行いつつ、サービス毎の経営状況の違いも踏まえたメリハリの

ある対応を行うことで、改定率は全体で＋1.59％（国費432億円）とする。

具体的には以下の点を踏まえた対応を行う。 

・ 介護職員の処遇改善分として、上記＋1.59％のうち＋0.98％を措置

する（介護職員の処遇改善分は令和６年６月施行）。その上で、賃上げ

税制を活用しつつ、介護職員以外の処遇改善を実現できる水準として、

＋0.61％を措置する。 

・ このほか、改定率の外枠として、処遇改善加算の一本化による賃上

げ効果や、光熱水費の基準費用額の増額による介護施設の増収効果が

見込まれ、これらを加えると、＋0.45％相当の改定となる。 

・ 既存の加算の一本化による新たな処遇改善加算の創設に当たっては、

今般新たに追加措置する処遇改善分を活用し、介護現場で働く方々に

とって、令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％のベースアップへと

確実につながるよう、配分方法の工夫を行う。あわせて、今回の改定

が、介護職員の処遇改善に与える効果について、実態を把握する。 

・ 今回の報酬改定では、処遇改善分について２年分を措置し、３年目

の対応については、上記の実態把握を通じた処遇改善の実施状況等や

財源とあわせて令和８年度予算編成過程で検討する。 

・ なお、次回の介護報酬改定に向けては、介護事業所・施設の経営実態

等をより適切に把握できるよう、「介護事業経営概況調査」や「介護事

業経営実態調査」において、特別費用や特別収益として計上されてい

る経費の具体的な内容が明確になるよう、調査方法を見直し、次回以

降の調査に反映させる。 
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５．全世代型社会保障の実現等 

 全世代型社会保障構築会議において取りまとめられた「全世代型社会

保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」や、「新経済・財政再生計画 

改革工程表2023」等に沿って、以下の項目を中心に全世代型社会保障の

実現等に向けて進めていく。 

 

（３）介護制度改革 

○ １号保険料に係る見直しについては、被保険者間の所得再分配機能

を強化するため、国の定める標準段階の多段階化、高所得者の標準乗

率の引上げ、低所得者の標準乗率の引下げを行う。その際、制度内での

所得再分配機能に係る対応が強まることを踏まえ、低所得者の負担軽

減に活用されている公費の一部について、現場の従事者の処遇改善を

はじめとする介護に係る社会保障の充実に活用する。 

 

○ 利用者負担が２割となる「一定以上所得」の判断基準の見直しにつ

いては、以下の内容につき、引き続き早急に、介護サービスは医療サー

ビスと利用実態が異なること等を考慮しつつ、改めて総合的かつ多角

的に検討を行い、第10期介護保険事業計画期間の開始（2027年度～）の

前までに、結論を得る。 

 ① 利用者負担の「一定以上所得」（２割負担）の判断基準について、

以下の案を軸としつつ、検討を行う。 

ア：直近の被保険者の所得等に応じた分布を踏まえ、一定の負担上

限額を設けずとも、負担増に対応できると考えられる所得を有

する利用者に限って、２割負担の対象とする。 

イ：負担増への配慮を行う観点から、当分の間、一定の負担上限額を

設けた上で、アよりも広い範囲の利用者について、２割負担の対

象とする。その上で、介護サービス利用等への影響を分析の上、

負担上限額の在り方について、2028年度までに、必要な見直しの

検討を行う。 

② ①の検討にあたっては、介護保険における負担への金融資産の保

有状況等の反映のあり方や、きめ細かい負担割合のあり方と併せて

早急に検討を開始する。 
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○ 介護老人保健施設及び介護医療院の多床室の室料負担の見直しにつ

いては、介護給付費分科会における議論を踏まえ、一部の施設（介護老

人保健施設においては「その他型」及び「療養型」、介護医療院におい

ては「Ⅱ型」）について、新たに室料負担（月額８千円相当）を導入す

る。その上で、引き続き、在宅との負担の公平性、各施設の機能や利用

実態等を踏まえ、更なる見直しを含め必要な検討を行う。 

 

○ 全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）に基づき、

給付と負担の在り方の不断の見直しの観点から、ケアマネジメントに

関する給付の在り方や、軽度者への生活援助サービス等に関する給付

の在り方等について、第 10 期介護保険事業計画期間の開始までの間

に（令和８年度予算編成過程等において）検討を行い、結論を得る。 

 

（４）医療機関、介護施設等の経営情報の更なる見える化 

○ 介護サービス事業者の経営情報に関するデータベースについて、

2024年４月からの施行に向けて取り組むとともに、職種別の給与総額

等について継続的に把握できるような対応について検討を行う。 

 

７．その他 

（３）介護 

○ 介護施設の人員配置基準の見直しについては、介護給付費分科会の

議論を踏まえ、ＩＣＴ機器の活用等により、ケアの質の確保や職員の

負担軽減等が行われていると認められる介護付き有料老人ホームにお

ける人員配置基準を特例的に柔軟化することとされた。引き続き、そ

の他の介護施設（特別養護老人ホーム等）についても、今後の実証事

業によって、介護付き有料老人ホームと同様に、介護ロボット・ＩＣ

Ｔ機器の活用等による人員配置基準の特例的な柔軟化が可能である旨

のエビデンスが確認された場合は、期中でも、人員配置基準の特例的

な柔軟化を行う方向で、更なる見直しの検討を行う。 

 

○ 地域支援事業及び保険者機能強化推進交付金については、今後、介

護予防・日常生活支援総合事業の充実を図るための見直しを行うこと
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としていることを踏まえ、その適正な執行を確保しつつ、今後の執行

状況を十分に勘案した上で、必要に応じて所要の対応の検討を行う。

その際、健康寿命の延伸等を背景とした要介護認定率の改善の傾向を

確たるものとしていくため、第10期介護保険事業計画期間を見据え、

保険者の管理の下、多様な主体が参画し、高齢者が多様なサービスか

ら選択することができる総合事業の充実を図るための取組について、

あわせて検討する。 

 

○ 地域医療介護総合確保基金（介護分）については、その適正な執行

を確保しつつ、今後の執行状況を十分に勘案した上で、地域における

介護人材・サービスが適切に確保されるよう、既存メニューの整理も

含めた見直しを行いつつ、必要に応じて所要の対応の検討を行う。 
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